
第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第２節　市民参加・情報共有

項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書室長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局次長
小林　宏行
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どのように貢献したか

電話相談を開始したことに
より、来庁するための自動
車等の使用を減らすことが
でき、CO2の削減が図られ
た。

どのように貢献したか

パブリックコメント手続の実
施等自治基本条例の適正
な運用を図り、市民自治の
実現による市民福祉の増
進に貢献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

８．働きがい
も経済成長

も

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

物品購入の際に、オープン
カウンター方式を実施し
た。被表彰者の各活動の
促進や郷土愛の増進に寄
与した。

どのように貢献したか

法令を遵守し、市民に正し
い政治常識を周知した。

所属
名称

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

R1実績

自治事務

5

11,637千円 臨時職員 0.00 人

R3目標

5

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナの影響により、総会や
役員会等を書面で行うこととなった
が、そのような中においても啓発活
動を行うことができている。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

1,511千円

目標達成済

選挙時だけでなく、平常時においても法に基づき
選挙違反を予防するための啓発活動を必要とす
る。

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

令和４年参議院議員通常選挙執行に向
けて、引き続き投票行動の促進、選挙違
反を防止する啓発活動を行う。

R1決算額 指標名

法定受託＋附加 1,522千円 1,054千円

R2実績

R2その他職員
従事割合

0.00 人

出前講座開催に当たって、扱うテーマに
身近な選挙違反を加え臨場感ある講義を
実施した。

啓発活動を行った月数根拠法令

512千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

法定受託事務

R1予算現額

R2正規職員
人件費

事業の種別

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心
を持ち、自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行わ
れるよう、市と所沢市明るい選挙推進協議会が一体となり
啓発活動に取り組んでいる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコ
ンクールの開催、広報などによる寄附行為禁止等のルー
ルの周知を行い、選挙時啓発として、選挙のお知らせの
全戸配布を行っている。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になっ
た市民へのバースデイカードの送付、成人のつどいにお
いて啓発物資を配布するなどの啓発事業を実施してい
る。

1.40 人

S31～

公職選挙法

優先

①１，０１５点
②２，８８９枚
③８件
④６件
⑤１件

R2目標

1212,252千円

明るい選挙啓発事業 一
般

①啓発ポスター作品出品数
②１８歳バースデーカード送付
数
③選挙機材貸出し件数
④コミュニティビジョン掲載申請
数
⑤出前講座実施件数選挙

管理
委員
会事
務局

実施計画ランク

12 12

期間 1.50 人

秘書
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市表彰事業

重要 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

R2年度に改善した点

①被表彰者数

②表彰式出席者数

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者数×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出
席が望ましい。

市表彰式と市制施行70周年記念式典を
同日開催とし、場所を所沢市民文化セン
ターミューズに変更し実施した。コロナ禍
でもあり、代表受領を行うなど式典の進行
なども全て見直し、２つの式典がスムーズ
に流れるよう工夫した。R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1決算額 目標設定の考え方・根拠指標名

R2決算額（見込み）

所沢市表彰規則 1,079千円 755千円

根拠法令 R2予算現額

自治事務 法定受託事務 1,558千円 1,244千円

48.5%

4,901千円 75.0%

46.7%
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,156千円 臨時職員 0.00 人
①60(人・団体）

②28（人・団体）

R2目標 R2実績

B

目標値には達していないものの、
コロナ禍で感染対策を行いながら
式典を挙行した。市制施行70周年
記念式典との市民文化センターで
の同日開催、また地域づくり推進
課所管の感謝状贈呈式と同時開
催したことにより、厳粛な中にも華
やかさを保つことができた。

政策会議等で協力を要請し、スムーズな
進行に努め、出席者に負担をかけること
なく喜んでいただける式典にしていく。新し
い生活様式に即した式典等のあり方を検
討し、実施方法等を必要に応じて改善す
る。

期間 0.60 人 R3目標

S45～

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野
で市勢の振興に寄与する市民活動を促進するた
め、活動の顕著であった方々を表彰する。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 75.0%

令和2年度は、市制施行70周年記念式典と同日
開催となり、例年と違い祝日での実施となったこ
と、また、コロナ禍の状況で出席を見送った方な
どもいると考えられる。

75.0%

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

361千円

期間

H18年度～

R1決算額

所沢市自治基本条例
推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

B
R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

216千円
①自治基本条例推進委員会の
開催回数
②パブリックコメント手続の実施
件数（全庁）
③総合計画及び財務に関する
報告会の開催回数

新型コロナウイルス感染防止の観
点から、同委員会を実施しなかっ
たため。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

自治基本条例の推進
（条例の運用状況の調査・検討の実施）

自治基本条例推進委員会の開催により、条例の
運用状況の調査・検討を進め、条例の実効性が
確保されているか。

同委員会開催に代え、委員に対し自治基
本条例の概要、新型コロナウイルス感染
症の市民参加への影響、所沢市市民意
識調査に関する書類を送付し、理解向上
に努めた。

R1目標

0.00 人

指標名

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例 403千円 56千円

非常勤
特別職

2,042千円
会年職員 0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを
目的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本
条例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図
り、市民参加や情報公開の在り方について検討を
行う。

0.32 人

未実施

推進

新型コロナウイルス感染防止の観点から、同委
員会を実施しなかったため。推進

R3目標

推進
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,660千円 臨時職員 0.00 人
①0回

②11件

③0回

R2目標 R2実績

新型コロナウイルス感染防止に留意しな
がら、必要な市民参加を担保するための
方法を検討する。0.25 人

推進

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

市民相談事業

根拠法令 R2予算現額

17,206千円

B

相談件数自体は減少となったが、
新型コロナウイルス感染拡大下に
おいて、感染対策と相談事業の継
続を両立して行い、市民の利便性
も向上することができた。

R2年度に改善した点

市民からの相談の状況を把握するため、各種相
談による年間相談件数を指標とする。

新型コロナウイルスの感染拡大により、外
出自粛等求められる中でも市民の相談の
機会が確保できるよう、電話での相談を
開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

これまでの課題であった電話相談をコロ
ナ禍での緊急措置として開始した。これ
を、来庁の難しい市民の利便性を高める
ための相談体制構築のための試行ととら
え、実施した中での課題などを精査し、今
後より相談しやすい体制づくりをしていく

所沢市市民相談員設置規定、所沢市市民相談員の
勤務条件等に関する取扱要領

19,082千円 18,090千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,163千円 17,952千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

生活上生じる様々な問題について市民からの相談に対し
適切な助言等を行い、自主的な解決を促進して住民の福
祉向上に寄与することを目的とする。
面接方式による相談を以下（①～⑧）のとおり実施してい
る。なお、②③④の専門相談については、予約制としてい
る。
①一般相談②弁護士相談③税理士相談④司法書士相談
⑤行政書士相談⑥人権相談⑦行政相談⑧外国人生活相
談

2.07 人
非常勤
特別職

41.00 人

R2正規職員
人件費

会年職員 3.00 人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、緊急事態
宣言発令下において弁護士相談以外の専門相
談について休止したことによる。また、コロナ禍の
対策として、一般相談及び弁護士相談を電話で
行うこととしたが、開始当初の周知がホームペー
ジでのみであったため、外出自粛等が影響したと
考える。

①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト(会計年度
職員報酬＋職員手当等+相談
報償）

③弁護士一人当たりの休日特
設相談件数

年間相談件数

4,000件 3,261件

4,000件 2,947件

R1目標

期間 1.52 人 R3目標

H47～ 12,415千円

①11.8件

②6519.7円

③5件

R2目標 R2実績

4,000件

R2決算額（見込み）

臨時職員

R2その他職員
従事割合

会年職員

0.00 人

0.00 人
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

どのように貢献したか

市政運営や施策形成にお
ける透明性を高め、市民
参加を促した。

住んでいる市の情報を速
やかに発信することで貢献
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発信す
ることで貢献した。また、運用に当
たっては、すべての人に等しく情
報が伝わるよう、アクセシビリティ
に配慮している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発信するこ
とで貢献した。
また、作成に当たり再生紙及び植物性
インクの使用により環境負荷の低減に
貢献した。
令和2年度は、12月号で再生エネル
ギーを推進する特集記事を掲載。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１５．陸の豊
かさを守ろう

指標名R1決算額

68.4%市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等にわか
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、
積極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。
配布は、委託により市内全世帯・事業所に戸別配布
している。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

重要

広報紙発行事業
事業の具体的な内容及び目的

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1予算現額

根拠法令

― 34,039千円

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

29,824千円

①広報紙発行部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

Ｓ

市の情報発信については前年度
実績を上回り、かつ２年連続で当
該年度の目標値を上回ることがで
きた。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

65.0%

投稿やアンケートを通して寄せられる読者
のご意見を参考としながら、より市民が参
加しやすく、わかりやすい情報発信に努
めるとともに、引き続き、記事の正確性を
高める。また、若年層にも訴求する企画
や紙面構成を工夫・検討し、情報発信力
の向上を目指す。

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情
報を得る主要な手段である広報紙への満足度を
測る一定の指標ととらえ、前年度実績からの増
加を目指す。

タブロイド判の紙面を生かした記事作りに
努め、広報コンクールの一枚写真部の部
で埼玉県市部特選の評価を得た。

R1目標

目標達成済66.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

R3目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31,597千円 29,114千円

2.89 人
非常勤
特別職

0.00 人

24,022千円 臨時職員 0.00 人
①2,057,300部

②2,011,705部

③10,583件

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合 69.2%

67.0%

期間 2.95 人

R1その他職員
従事割合

法定受託＋附加 6,581千円

実施計画ランク

ホームページ運用事
業

根拠法令

6,801千円

0.00 人

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

S27年～ 24,096千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

システムのリニューアルにあたり、
スマートフォンでの見やすさが向上
するデザインに変更したほか、検
索窓を大きくしたり、多言語化のた
めの翻訳言語を３つ追加するな
ど、利用者の満足度向上が図れ
た。

R2目標 R2実績

6,412千円

6,630千円

75.0%

臨時職員

利用者が欲しい情報に容易にたどり着き、その
情報が満足するものであるかが重要であるた
め、システムの評価機能により現状を把握するも
のである。

75.0%

R1決算額

①36,670,586件

②9,000件

75.0%

0.91 人

7,564千円

0.84 人

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

R1実績

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」
と答えた人の割合

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

一
般

R1予算現額

R1正規職員
人件費

R3目標

R2予算現額

R1目標

事業の種別

事業の具体的な内容及び目的

期間

令和2年度は、6年間運用してきたシステ
ムの更新を実施した。従来のシステムを
継続しつつ、スマートフォンからの閲覧の
しやすさ向上、トップページの簡素化、自
動翻訳の対応言語追加などを行い、検索
性をはじめ使いやすさの向上を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

システムのリニューアルを行ったため、当
面、運用における使いやすさの向上に努
めていく。引き続きコンテンツ評価や利用
者の動向を注視しながら求められるホー
ムページのあり方を検証していく。

R2目標値が未達成の理由・分析

70.3%

目標達成済77.8%

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

―

H8年～

期間

広報
課

R2決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

―

6,861千円

R1予算現額 R1決算額

行政サービスの向上を目的として、ホームページを
積極的に活用し、本市の情報や魅力を市内外に発
信する。担当課が直接コンテンツを作成・更新でき
るシステムを使って、事務の迅速化・効率化を図っ
ている。

783千円

指標名

23,106人
メール配信事業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

根拠法令 R2予算現額

790千円 790千円

事業の具体的な内容及び目的

新型コロナウイルスの影響のほ
か、利用者ニーズに合わせたカテ
ゴリの再編をした結果、登録者が
大幅に増えた。

R2年度に改善した点

過去の登録者数の増加実績を踏まえ、年間
2,000人の増加を目指すものである。

利用者のニーズにきめ細やかに対応する
ため、情報カテゴリの整理・充実を行った
結果、カテゴリ数を19に整理した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報紙、市ホームページ、チラシ等を活用
した周知活動を継続し、さらなる利用登録
者数の増加を目指すとともに、タイムリー
で分かりやすい情報配信に努める。

4,488千円 臨時職員

①配信件数
利用登録者数（登録メールアドレス件数）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 819千円

R1目標

25,000人 29,458人

27,000人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用
登録者に対して市政情報（21カテゴリ）を配信する。
・ツイッターと自動連携して同内容を配信している。
・市ホームページからも配信内容を見ることができ
る。

0.54 人
非常勤
特別職

0.00 人 23,000人

0.42 人 R3目標

H　20年～ 3,431千円

①2,528件

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

会年職員

市民
相談
課

実施計画ランク

一
般

R1予算現額

期間

H13～

市政において重要な役割を果たしている各種の審
議会等の会議を原則として公開することにより、市
政運営や施策形成における透明性を高めることを
目的とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表
し、会議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議
録を市政情報センターに配架し、閲覧に供してい
る。（会議録は市ホームページで公開している。）

0.42 人

公開された会議の割合について、
目標値には到達していないもの
の、目標値に近い水準で推移して
いることから、会議を「原則公開」と
して市政運営や施策形成における
透明性を高めるという目的は推進
できている。

R2年度に改善した点

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／(開催された会議の件数-公開されなかった会
議のうち個人情報を理由とした会議の件数）×
100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運
営や施策形成における透明性が高まると考え
る。
公開された会議の割合が85％前後で推移してい
ることから、それを上回る90％を目標とした。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めやむを得ず書面会議としたものや、Web
会議とする場合にも、市民に会議の情報
を公開できるよう、Web会議及び書面会議
における会議の公開の運用方法を定め、
実施した。

R1目標 R1実績

指定管理者選定委員会や民間資金等活用事業
選定委員会等の業者選定に関する非公開の会
議が計12回開催される等、7条5号（審議・検討に
関する情報）を理由に公開されなかった会議の
件数が多かったため、目標値に達しなかった。

90.0%

R3目標

目標設定の考え方・根拠

A

90.0%

R2その他職員
従事割合 83.6%

90.0%

R1正規職員
人件費

R2目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 47千円
①開催された会議の件数
②公開されなかった会議のうち
7条2号（個人情報）を理由とした
会議の件数
③公開された会議（一部非公開
を含む）の件数R1その他職員

従事割合

指標名

会議の公開制度推進
事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

R2正規職員
人件費

42千円 26千円

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,491千円 臨時職員 0.00 人
①540件

②430件

③92件

R2目標 R2実績

引き続き、Web会議や書面会議を含めた
会議の情報を市民に公開できるよう制度
を運用する。

3,757千円
会年職員

0.46 人

81.0%

0.00 人

0.00 人

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

34千円

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

R1決算額
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

　オンライン会議システム
を導入することにより、市
民参加の機会の拡大を
図った。

どのように貢献したか

市議会だよりを通して議会
の取り組みを市民に分か
りやすく周知することで、議
会活動への関心を促すこ
とや議会情報の透明化に
資している。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

市政情報を提供し、市民
参加を促した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

情報公開を適切に行うこと
で、公正で民主的な市政
の推進に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

市政情報センター運
営事業

根拠法令 R2予算現額

4,904千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①有償頒布数

②都市計画図等の図面の有償
頒布数

③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政資
料貸出数）

R2決算額（見込み）

目標達成済551件

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢
市市政情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

A

令和元年度に比べ実績値が増加
した要因には、市政70周年を記念
して発行されたところざわ歴史物語
増補改訂版（204部売上）が挙げら
れる。
また、都市計画図等については、
当該図面の一部区域だけが必要
である場合に、コピー対応できるよ
うコピー機の近くに図面を配架する
等して、市民が迅速かつ容易に、
また安価に必要な情報を得られる
ようにしており、事業の目的は推進
できている。

R2年度に改善した点

市の保有情報を積極的に提供することが当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を
指標とする。ただし、コピー利用を推進している
図面有償頒布数は除く。令和3年度の目標数は
過去5年平均数（約500件）を踏まえ、500件とし
た。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、行政資料閲覧コーナーの机、椅子、コ
ピー機などの配置を変更し、密集した場
所や空間とならないようにすることで、市
民が安心・安全に利用できるようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民が市政に関する情報や必要とする情
報を迅速かつ容易に得られるように、市
政情報センターでの情報提供方法につい
て工夫していく。

506千円 423千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 678千円 447千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅
速かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布
するほか、提供された情報について一覧表を作成
し、窓口や市ホームページで公表している。

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 600件 386件

臨時職員

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合 500件

500件
会年職員

期間 0.52 人 R3目標

H7～ 4,247千円
0.00 人

①846件

②324件

③29件

R2目標 R2実績

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

595千円

S63～

重要

A

情報公開請求が年間150～180件
前後で推移しているなか、不服申
立は生じておらず、目標は達成さ
れている。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規
則、所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

目標達成済

法定受託＋附加

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名

R3目標

情報公開制度推進事
業

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立てが生じる可能性は低く
なると考えられることから、指標とした。

R2その他職員
従事割合

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）
×100

183千円

非常勤
特別職

0.00 人

情報公開制度を適正に運営するため、職
員の啓発に取り組む必要がある。

職員研修において市民の求めに応じた情
報提供を推奨する、公開請求受付の際に
所管課へ情報提供への切替えの可否を
確認する等、情報提供について職員への
意識づけを図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標 R1実績

自治事務 法定受託事務 644千円 365千円
①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数

期間 0.71 人

0.0% 0.6%

8,229千円 臨時職員 0.00 人
①148件

②1,416文書

③1,396文書

R2実績

R2正規職員
人件費

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主的に市
政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書公開
請求に基づき市の保有する公文書を公開する。
また、公文書の公開のほか、市政に関する正確で分かり
やすい情報を市民が迅速かつ容易に得られるよう、情報
公開の総合的な推進及び積極的な情報の提供に努める。

0.99 人

0.0% 0.0%

0.0%

R2目標

会年職員 0.00 人
5,799千円

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

「市議会だより」作成
事業（デイジー版・点
字版含む）

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

38,633

市議会の活動や定例会の内容を分かり
やすく市民にお知らせする上で、市議会
だよりの役割は大変重要である。令和３
年度から、ポスティングによる全戸配布が
開始され、紙面の充実に努めていく。

44,336

17,846千円
前年度に引き続き、読みやすい市
議会だよりを目指し、作成を行って
おり、設定した目標も達成してい
る。

R2年度に改善した点

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,584千円 17,426千円

所沢市議会基本条例 18,639千円

9,393千円 臨時職員 0.40 人
①517,600

②44

③106

R2目標

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

①作成部数

②デイジー版の作成数

③点字版の作成部数

市議会ホームページに掲載しているところざわ
市議会だよりＰＤＦ版へのアクセス件数

27,889
Ａ

R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

前年度実績の約5％増

40,565 42,225

特集やトピックス（お知らせ）のページに、
写真やイラストなどを多く使用し、市民に
分かりやすく、読みやすい紙面となるよう
に改善を図った。

目標達成済

期間 1.13 人 R3目標

議会の活動を多くの市民に対してわかりやすくお知
らせするため、年４回の定例会後に発行する議会広
報紙である。新聞折込による配布や公共施設、所
沢駅構内パンフレットラック、医師会に加入している
市内医療機関への配架を行うとともに、市議会ＨＰ
でのＰＤＦ版公開、アプリ「マチイロ」への掲載等も
行っている。またデイジー版・点字版も作成してい
る。

1.13 人
非常勤
特別職

Ｓ４５～ 9,230千円

R2予算現額

R2目標

R1決算額 指標名

①打ち合わせの件数

②打ち合わせ以外（会議・研修・
報告会等）の件数

オンライン会議の件数

所沢市議会会議規則、所沢市議会ＩＣＴ化推進基本計画 1,013千円

　新型コロナウイルス感染拡大を想定した「新しい生
活様式」の観点から、オンライン会議に必要な機器
類等を整備し、議員、傍聴者並びに職員の感染リス
クの軽減を図るとともに、緊急事態や災害発生時に
おいても情報収集や議会活動を行うことで、議会機
能を維持するとともに、市民が自宅に居ながら会議
を視聴することが可能となるなど、市民参加の機会
の拡大を図るもの。

0.00 人 0.00 人

7,481千円

R2正規職員
人件費

①2件

②1件
0.00 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人

R1目標

非常勤
特別職

3件

35件

R2実績

―

臨時職員

3件

会計年度

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市議会ＩＣＴ化推
進事業
（オンライン会議シス
テム導入）

根拠法令

1,122千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

B

　事業を行うために必要なノートパ
ソコン、タブレット端末、大型モニ
ター、ビデオカメラ等、資機材の調
達、また、Ｗｅｂ会議の開催のため
のライセンス取得、インターネット
環境の整備など、スピード感を持っ
てオンライン会議開催のための環
境を整えた。

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

R1実績

　打合せ、会議、研修、報告会、視察などにオン
ライン会議を利用した件数

　オンライン会議システムの導入に伴い、
スムーズな運用を図るため、既存のWi-Fi
ルーターを２台から５台に増設した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　現在利用しているWi-Fiを利用したイン
ターネット環境では、画像不鮮明や音声
障害が発生し、会議が中断される現象が
生じていることから、インターネット環境の
改善について議会運営委員会（ＩＣＴ作業
部会）で調査・検討している。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ― ―

期間 0.18 人 R3目標

Ｒ２～ 1,470千円

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

―

会計年度 0.40 人

0.00 人



第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第２節　市民参加・情報共有

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

社会保障関連団体、労働
者団体などから意見や要
望を聴き、市政に反映させ
るよう努めた。

１．貧困をな
くそう

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

市民一人ひとりの生活環
境の改善に係る要望か
ら、市政に係る意見等まで
実現できるよう努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

個別広聴事業

根拠法令

重要 自治事務
①市長への手紙としての受理件
数

②陳情書としての受理件数

回答に要する日数（回答にかかっった総日数÷
件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に
対応するため、回答に要する日数を指標とする。

申出を受理した後、所管部局に依頼する
前に受理報告書としてまとめ、市長に確
認してもらうことで、処理方法の確認や指
示を仰げるようにした。これにより、依頼
時点で市長の思いや市の方向性が示さ
れ、回答案の作成、所管での対応がス
ムーズとなった。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルスの感染拡大に
伴い、一時は前年度の約5～6倍の
意見等が寄せられたが、共通回答
での対応をはじめ、事務の見直し
や処理手順の改善等により、前年
度と比較して回答に要する日数を
短縮することができた。

R1目標

①1,012件

②25件

R2目標値が未達成の理由・分析

受理から3日以内に回答している申出もある一
方、政策的な検討等に時間を要し、最長で63日
を要したものもあったことから、結果として平均値
が目標日数を上回り、目標日数での回答には至
らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

政策的な検討等に時間を要することが見
込める場合は、関係部局と適宜連絡を取
り、進捗状況を共有するよう努める。
また、部局を跨る案件が生じたときには、
円滑に協力連携できるように調整を図っ
ていく。

16.7日

18.2日

R2実績

R1実績

法定受託事務 法定受託＋附加 121千円 25千円

R1決算額

R2決算額（見込み）R2予算現額

所沢市市政提案箱実施要領 128千円 72千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職 14日

9,883千円

R2目標

R2正規職員
人件費 14日

0.00 人

A

新型コロナウイルスの感染拡大に
より、懇談会の開催が困難な状態
が続く中、1回目の緊急事態宣言
解除後は、懇談項目や出席人数を
絞ったり、開催時期をずらすなどの
調整を行い、可能なかぎりの感染
防止策を講じた上で3回開催するこ
とができた。その結果、目標と掲げ
た回数には至らなかったが、工夫
して開催する意識が培われた。
今後も工夫を凝らしながら、開催を
前提に進めていく。

例年市政懇談会にて市政に対する意見を交わし
ている団体からは開催の要望を受けたが、新型
コロナウイルス感染拡大防止の観点から、団体
の意向により開催を見合わせたこと、緊急事態
宣言発令中はもとより、発令されていない期間で
あっても、出席者の安全を最優先したことによ
り、開催回数が目標値に達しなかった。

R2年度に改善した点

期間 1.21 人 R3目標

S43～

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用はがき及び封書等の郵便、FAX、電話、窓口で
の申出、電子メール等様々な方法で寄せられる市
長への手紙や陳情等による市民の意見・要望・提案
を受け対応する。

0.79 人

R2予算現額

24千円

所沢市市政懇談会実施要領 19千円

今後もしばらくは新型コロナウイル感染症
の影響により、令和元年度までのやり方
での開催は困難ではあるが、感染防止策
を講じての開催を前提としつつ、時期や団
体によっては書面による再度の要望や懇
談項目をさらに絞った小規模懇談の開催
等を提案し、引き続き意見や要望を聴く機
会は確保していく。

14日

市政懇談会の開催回数
多様な意見や要望等を聴き、市民参加による開
かれたまちづくりを積極的に推進するため、開催
回数を指標とする。

R1決算額 目標設定の考え方・根拠指標名

R1実績

7回 7回

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

0.00 人

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

新型コロナウイルス感染症が収束しない
中でも、各団体の要望に沿い開催できる
よう、懇談項目や出席人数を絞ったり、開
催時期をずらすなどの調整を行い、可能
なかぎりの感染防止策を講じた上で開催
した。

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①開催回数

R2目標値が未達成の理由・分析

会計年度

0.35 人

事業の目的及び具体的な内容

2,859千円

2,909千円 臨時職員

根拠法令

3回

R2決算額（見込み）

14千円

R2実績

R2その他職員
従事割合

①3回

R2目標

R3目標

重要

S48～ 7回

R2正規職員
人件費 7回

6,566千円 臨時職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

市政懇談会開催事業

0.00 人

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進することを目的とす
る。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関
する意見、提案、要望等について意見交換を行う。期間 0.35 人

R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13千円

会計年度


